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（写真）Vladimir a la carta “世論調査会社 Datincorp 社長 ２５年４月に実施した世論調査の結果を説明” 

５ 

 

 

 世論調査会社アンケート結果     

 

株式会社ベネインベストメント 

松浦 健太郎 

                          

月２５日にベネズエラで国会議員選・州知

事・州議会議員選が開催される。 

 

今回の選挙は野党主流派がボイコットを呼びかける

中、「新時代党（UNT）」のマニュエル・ロサレス党首

やカプリレス元ミランダ州知事など野党の著名な政

治家が出馬する異例の選挙になっている。 

 

本稿では世論調査会社「Datincorp」が公表した５

月２５日の選挙およびベネズエラ市民の政治に対す

るアンケート調査の結果を紹介したい。 

 

 

 

世論調査は、客観的なデータを得られると考えるか

もしれないが、少なくともベネズエラの世論調査は

そうではない。 

 

ベネズエラの世論調査は、調査する団体により結果

が大きく変わる。 

 

今回紹介する「Datincorp」は、Jesús Seguías 氏が

社長のベネズエラの世論調査会社。 

「Datanalisis」と並び知名度の高い世論調査会社で

はあるが、社長はややカプリレス元知事寄りの政治

志向が垣間見える世論調査会社ではある。 

なお、「Datanalisis」もカプリレス元知事寄りの世

論調査会社である。 

やや選挙参加支持よりの世論調査 
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上記の前提を踏まえた上で、以下の調査結果を確認

されたい。 

 

 

同調査は、２０２５年４月上旬に全国１２００人の

ベネズエラ人を対象に行ったヒアリング調査の結果

である。 

 

最初の質問は「５月２５日の選挙に投票する意思が

あるか？」というもの。 

 

結果は、 

「必ず投票に行く」が３７．６％ 

「多分投票に行く」が１９．２％ 

「多分投票しない」が１４．２％ 

「絶対に投票しない」が２６．５％ 

「分からない／無回答」が２．５％ 

 

「必ず投票に行く」と「多分投票に行く」を含めれ

ば、５６．８％に投票意思があると認識できるが、

「多分投票に行く」と回答した１９．２％が投票に

行く可能性は過大評価してはいけないと指摘。 

 

Jesús Seguías 氏は、５月２５日の選挙の投票率は

３８％前後との認識を示した。 

 

なお、「多分投票に行く」「多分投票しない」と回答

した３３．４％の回答者は与党支持者でも野党支持

者でもない「無党派」であり、彼らを動員できるか

がカプリレス元知事ら選挙参加グループの課題だ

が、野党が分裂した状況では、モチベーションが上

がらず彼らの動員は容易ではないと分析している。 

 

 

以下は筆者の分析だが、２０２４年７月２８日の大

統領選の投票率は、CNE も野党側の公表も共に投票

率は約６０％だった。 

 

Datincorp の調査で「絶対に投票しない」と回答し

た２６．５％は、マリア・コリナ・マチャド氏を支

持する野党主流派の選挙ボイコット方針を支持する

グループである。 

 

この２６．５％は、２４年７月２８日の大統領選に

投票したが、２５年５月２５日の選挙には参加しな

いことになる。 

 

それを踏まえると、２５年５月の選挙の投票率が４

０％前後になるとの予想は妥当と言えそうだ。 

 

また、与党支持者は基本的に投票を支持しているの

で、必然的に約４０％の投票者のうちの与党支持者

の割合は高くなる。 

 

国会議員選については比例代表があるので、野党候

補が当選する余地はある。 

 

一方、他候補より１票でも多く票を獲得した候補が

当選する州知事選において、野党候補が勝利するの

はかなり高いハードルと言えそうだ。 

 

 

次に、野党が今後執るべき方針に関するアンケート

調査の結果について紹介したい。 

 

 

 

５月選挙 投票率は４０％前後か 

最優先課題 ６割超は経済と公共サービス 
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質問内容は「ベネズエラ野党は、国の危機を克服す

るために２つの戦略を議論している。どちらの戦略

がより現実的で実現可能性があるか？どちらの戦略

に同意しているか？」というもの（下スライド）。 

 

１つ目の戦略は「制裁を強化し、政権を辞任に追い

込み、マリア・コリナ・マチャド氏（MCM）に全

権限を移譲させる。最優先課題は政治危機の解決」 

 

２つ目の戦略は「平和的で段階的な政権移行プロセ

スと引き換えに全ての制裁を解除する。政権と野党

は同等の条件で折り合う。最優先課題は経済と公共

サービスの復旧」 

 

「Centro（中央）」Centro Occidente（中西部）

「Occidente（西部）」「Los Andes（アンデス地

域）」「Los Llanos（ロスジャノス地域）」「Oriente 

Sur（南東部）」と地域ごとに回答結果が分かれてい

るが、総括すると 

 

１つ目の戦略を支持する回答者は、２０．４２％ 

（回答者数２４５人） 

２つ目の戦略を支持する回答者は、６３．９２％ 

（回答者数７６７人） 

無回答／不明の回答者は、１５．６７％ 

（回答者数１８８人） 

という結果が出ている。 
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この結果を基に、Seguías 氏は「MCM 氏が掲げる

制裁強化方針を支持しているのは少数派」と指摘。 

 

「国民の多数派は、政治危機を解決する前に経済危

機の解決を求めている」との見解を示した。 

 

なお、この質問に関連して「経済制裁はベネズエラ

国民の生活に悪影響を与えていると思うか？」との

質問について、回答者の８８．３％が「悪影響を与

えている」と回答したと補足。 

 

「国民は制裁が自分たちの生活を悪化させていると

の認識でほぼ一致している」と主張。MCM 氏およ

び現在の野党主流派に対して方針の転換を推奨し

た。 

 

 

最後に、Seguías 氏は、移住希望に関するアンケー

ト調査についても言及。 

 

結果は８２．４％が「このままベネズエラに居住す

ることを希望する」と回答。「移住計画がある」と回

答したのは全体の１３．３％だったとコメント。 

 

この結果について Seguías 氏は「もっと移住希望者

が多いかと思っていたが、この結果には驚いた」と

述べている。 

 

想像より移住希望者が少なかった要因について 

「トランプ政権の移民排除的な方針や、他国に移住

したベネズエラ人が良い生活を出来ていないこと

が、移住希望者が少ない理由ではないか」 

と分析している。 

 

 

Seguías 氏がこの発表をしたのは４月１４日。 

 

同日、筆者はレポートを作成するため複数のメディ

アをみて情報を収集していたが、この調査内容を報

じるメディアがなかったので気付くことが出来なか

った。 

 

今回のアンケート調査は、注目されてもよい内容だ

と思うが、あまり報じられていないのが実態であ

る。 

 

報じられない情報は存在しないのと同じ。 

 

やはりメディアが世論に与える影響力は強い。 

 

特にベネズエラでは「メディアが世論を報じる」と

いうより「メディアが世論を作る」といった印象が

ある。 

 

カプリレス元知事率いる選挙参加グループが、現在

の野党主流派に代わる存在になるためには有権者を

説得すると同時に、メディアとうまく付き合うこと

が重要だろう。 

 

以上 

８割超がベネズエラに留まることを希望 

世論はメディアが作るもの？ 


